
 

土 地 売 買 契 約 書  

売払人 安城市（以下「甲」という。）と 買受人 〇〇〇〇〇〇 

（以下「乙」という。）は、次の条項により土地売買契約を締結する。 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲、乙両者は、信義を重んじ誠実に本契約を履行するものとす

る。  

（売買土地） 

第２条 甲は、その所有する次の土地（以下「売買土地」という。）を

次条以下の条件で売り渡し、乙は、これを買い受けるものとする。 

  西三河都市計画事業 安城南明治第一土地区画整理事業 

    仮換地  

第〇〇街区第〇号       〇〇〇.〇㎡ 

               合計  〇〇〇.〇㎡ 

従前地 

安城市〇〇町〇－〇〇〇 宅地 〇〇〇.〇㎡ 

合計  〇〇〇.〇㎡ 

２ 土地区画整理事業における換地処分の結果、清算金の交付又は徴収

があるときは、乙の所得又は負担とする。 

（売買代金） 

第３条 売買代金は、金〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇円とする。 

（契約保証金） 

第４条 乙は、契約保証金として金〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇円を甲の指

定する手続きにより、本契約締結と同時に甲に納付しなければならな

い。 

２ 甲は、乙が次条に定める義務を履行したときは、第１項に定める契

約保証金を売買代金に充当するものとする。 

３ 第１項の契約保証金には、利子を付さないものとする。 



 

（売買代金の納入） 

第 ５ 条  乙は、平成〇〇年〇〇月〇〇日までに、第４条の売買代金から

乙が既に納付した契約保証金を除く金〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇円を甲

の発行する納入通知書により、甲の指定する金融機関に納入しなけれ

ばならない。 

２ 甲は、乙が前項の指定期日までに売買代金を完納しないときは、契

約保証金を没収し、この契約を解除することができるものとする。 

（所有権の移転） 

第６条 売買土地の所有権は、乙が売買代金の支払いを完納したときに、

乙に移転するものとする。 

（所有権の移転登記） 

第７条 売買土地の所有権移転登記は、前条の規定により所有権が移転

した後、甲の嘱託により速やかに行うものとする。この場合に要する

法人登記事項証明書及び印鑑証明書並びに登録免許税の経費は、乙の

負担とする。 

２ 乙は、前項の所有権移転登記に必要な書類を、自己の費用と負担に

おいて、甲の指定する期日までに、甲に提出しなければならない。 

（公租公課等） 

第８条 所有権移転後における本件土地の公租公課その他一切の賦課金

は、乙の負担とする。 

（売買物件の引渡し） 

第９条 売買土地の引渡しは、第６条の規定により所有権が移転したと

きに、乙に対し現状のまま引渡しがあったものとする。  

（契約の経費負担） 

第１０条 乙は、この契約の締結に要する印紙税の費用を負担するもの

とする。 

（瑕疵担保） 

第１１条 乙は、この契約締結後、売買土地に面積の不足、その他瑕疵

のあることを発見しても、売買代金の減免もしくは損害賠償の請求、



 

または契約の解除を請求することができないものとする。 

（事業実施協定の実施義務） 

第１２条 乙は、平成〇〇年〇〇月〇〇日付で甲と締結した〇〇〇に基

づき、建物を建築する際は、その内容を遵守するものとする。 

２ 乙は、やむを得ない理由により〇〇〇の内容を変更する場合は、前

もって甲の承諾を得るものとする。 

（ 用 途 指 定 ）  

第１３条 乙は、売買土地を、〇〇〇〇〇〇事業の用途として使用し、

その用途（以下「指定用途」という。）以外の用途に使用しないもの

とする。  

（ 指 定 用 途 等 に 供 す べ き 開 始 時 期 ）  

第 １ ４ 条  乙 は、この売買土地をこの契約締結の日から〇年以内に建設

工事に着手し 、 指 定 用 途 に 供 す る も の と す る 。  

（ 売 買 土 地 の 譲 渡 禁 止 ）  

第 １ ５ 条  乙 は 、 こ の 契 約 の 日 か ら 〇 年 間 は 甲 の 書 面 に よ る 同

意 を 得 な け れ ば 、 売 買 土 地 を 第 三 者 へ 譲 渡 す る こ と が で き な

い も の と す る 。  

（ 買 戻 し の 特 約 ）  

第１６条 乙が、第１２条から前条までの条項に違反したときは、甲は

乙が支払った売買代金を返還して、甲が指定した日に売買土地を買戻

すことができるものとする。 

２ 買戻しができる期間は、この契約締結の日から〇年間とする。 

３ 第１項及び前項の特約事項の登記は、第７条の所有権の移転登記と

同時に行う。乙は、これに同意し、当該登記に必要な承諾書を甲に提

出しなければならない。 

４ 甲は、第１２条に定める乙の義務が履行されると認めるときは、乙

の申し出により前項の登記を抹消することに同意する。 

５ 第３項及び前項の特約事項の登記及び抹消の手続きに要する費用は

甲の負担とする。 



 

（実施検査等） 

第１７条 甲は、第１５条に定める期間が満了するまで、売買土地につ

いて随時職員に実施調査をさせ、または乙に対して所要の報告を求め

ることができる。この場合において、乙は調査を拒み、妨げ、または

報告を怠ってはならない。 

（違約金） 

第１８条 乙は、第１２条１項、第１３条から第１５条まで、及び前条

の規定に違反したときは、売買代金の３０％に相当する金額を違約金

として、甲に支払わなければならない。 

ただし、乙の責めに帰することができないものであると甲が認めた

ときは、この限りではない。 

２ 前項の違約金は、第２２条に定める損害賠償の予定、またはその一

部と解釈しない。 

（暴力団等排除に係る解除）  

第１９条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約

を解除することができるものとし、このため乙に損害が生じても、甲

はその責を負わないものとする。  

（１）法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。以下同じ。）の役員

等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表

者、その他の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表

者及び理事等、個人にあってはその者及び支店又は営業所を代表する

者をいう。以下同じ。）に暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第

６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員

ではないが暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」と

いう。）と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として暴力的不

法行為等を行う者（以下「暴力団関係者」という。）がいると認めら

れるとき。  

（２）暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）が、

その法人等の経営又は運営に実質的に関与していると認められるとき。  

（３）法人等の役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等



 

又は暴力団員等が、経営若しくは運営に実質的に関与している法人等

を利用するなどしていると認められるとき。  

（４）法人等の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴

力団員等が、経営若しくは運営に実質的に関与している法人等に対し

て資金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持運営に協力

し、又は関与していると認められるとき。  

（５）法人等の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に

非難されるべき関係を有していると認められるとき。  

（６）法人等の役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人

等であることを知りながら、これを利用するなどしていると認められ

るとき。  

（７）暴対法第３２条第１項各号に掲げる者であると認められるとき。  

２ 乙が共同企業体である場合における前項の規定については、その代

表者又は構成員が、同項各号のいずれかに該当した場合に適用する。  

３ 甲は、前２項の規定によりこの契約を解除したときは、これによっ

て生じた甲の損害の賠償を乙に請求することができる。  

４ 前項の場合において、乙が共同企業体であるときは、代表者又は構

成員は、賠償金を連帯して甲に支払わなければならない。乙が既に共

同企業体を解散しているときは、代表者であった者又は構成員であっ

た者についても同様とする。  

（契約の解除） 

第２０条 甲は、乙がこの契約を履行しないときは、何ら催告すること

なくこの契約を解除することができるものとする。 

（乙の原状回復の義務） 

第２１条 乙は、甲が前条の規定によりこの契約を解除したときは、次

の号に定めるところにより、その原状回復義務を履行しなければなら

ない。 

（１） 売買土地を原状に回復して、甲の指定する期日までに甲に返還し、

かつ当該土地の所有権移転の日から当該土地を返還するまでの期間に

ついて、当該土地の使用料相当額として、課税標準額に年４％を乗じ

て得た金額を甲に支払うものとする。 



 

（損害賠償） 

第２２条 乙は、この契約の違反により甲に損害を与えたときは、甲の

定める損害賠償金を甲に支払うものとする。 

（有益費等請求権の放棄） 

第２３条 乙は、この契約を解除された場合において、売買土地に投じ

た有益費、必要費、その他の費用があっても、これを甲に請求しない

ものとする。 

（返還金） 

第２４条 甲は、この契約を解除したときは、納付を受けた売買代金を

乙に返還するものとする。 

２ 前項の返還金には、利子を付さないものとする。 

（疑義の決定） 

第２５条 この契約に定めのない事項及び、この契約に関し疑義が生じ

たときは、甲、乙協議のうえ定めるものとする。 

（管轄裁判所） 

第２６条 この契約について訴訟等が生じたときは、甲の事務所の所在

地を管轄する裁判所を第一審の裁判所とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

この契約の締結を証するため、本書を２通作成し、甲、乙が各自署名

押印のうえ、それぞれ１通を保有するものとする。 

 

平成  年  月  日 

 

甲 安城市桜町１８番２３号 

                 安城市 

安城市長 神 谷  学 

 

 

 

 

乙   


